
 

4.7  排水路 1 

4.7.1  計画排水量 2 

ほ場における計画排水量は、ほ場の利用形態、作付体系、許容湛水等を考慮して決める。なお、ほ

場整備事業で取り扱う計画排水量の検討に当たっては、計画基準「ほ場整備（水田）」、土地改良事業

計画設計基準及び運用・解説 計画「排水」基準書・技術書（以下「計画基準「排水」」という。）に準

拠する。 

1 一般事項 3 

① 計画基準雨量は、原則として 1/10 年程度の確率雨量とする。また、計画基準雨量は、気象観測4 

資料を用いて確率統計解析により得られた実績降雨に基づく確率降雨量に、気温上昇時の気候5 

予測資料により求めた降雨量変化倍率（過去実験値と将来実験値の各確率降雨量の比）を乗じ6 

ることを基本とし推定する。なお、気候予測資料は全国５km メッシュアンサンブル気候予測7 

データを使用する。 8 

② 地区外流域をほとんど持たない末端ほ場であって、ある程度の湛水を許容する水稲作の場合に9 

は、日雨量日排除により算定して得た排水量とする。 10 

③ 水田畑利用の場合においては、極力湛水を防止する方式とし、４時間雨量４時間排除により算11 

定して得た排水量とする。 12 

④ 地区外の山地流域をうける排水路や幹線排水路には、洪水到達時間内平均雨量を用いて合理式13 

により計画排水量を算定する。 14 

⑤ 低平地水田の下流部等、自然排水が不可能で樋門や排水機の設置を必要とする場合には、湛水15 

区域、許容湛水深及び許容時間を勘案し排水量を算定する。 16 

2 自然排水における計画排水量 17 

(1) 日雨量日排除 18 

計画日雨量が地区内に降った場合、それを１日で排除しようとする方式である。地区外流域をほ19 

とんど持たない末端ほ場であって、ある程度の湛水を許容する水稲作の場合に適用する（図-4.7.120 

及び式(4.7.1) 参照）。 21 

𝑄 = ∑𝑅ଶସ × 𝑓86.4 ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.7.1) 22 

ここに、   𝑄：計画排水量（m3/s・km2） 23 ∑𝑅ଶସ：日雨量（mm/d） 24     𝑓：ピーク流出係数（１時間や４時間の時間降雨量より流出係数は大きい） 25 

345



 

 1 
図-4.7.1 日雨量日排除の考え方 2 

(2) ４時間雨量４時間排除 3 

計画４時間雨量が地区内に降った場合に、それを４時間で排除しようとする方式であり、水田畑4 

利用の場合に適用する（図-4.7.2 及び式(4.7.2)  参照）。 5 

𝑄 = ∑𝑅ସ × 𝑓14.4  ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.7.2) 6 

ここに、     𝑄：計画排水量（m3/s・km2） 7 ∑𝑅ସ：４時間雨量（mm/4h） 8   𝑓：ピーク流出係数 9 

 10 
図-4.7.2 ４時間雨量４時間排除の考え方 11 

(3) 合理式 12 

洪水到達時間内平均雨量を用いて合理式により計算するもので、洪水到達時間内平均雨量を洪水13 

到達時間内に排除しようとするものである。地区外の広範囲な山地流域をうける排水路や、幹線排14 

水路に適用する（式(4.7.3) 参照）。 15 

ただし、合理式を適用する排水路の区分は、流域の大きさ、広狭、形状、地形、地質、土壌、地被、16 

水田率及び排水路の重要度によって決定されるべきであり、適用に当たっては十分な検討が必要で17 

ある。 18 

𝑄 = 𝑓 × 𝑟 × 10ିଷ × 10଺3,600 = 0.2778 ∙ 𝑓 ∙ 𝑟⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.7.3) 19 

ここに、𝑄：計画排水量（m3/s・km2） 20 𝑓：ピーク流出係数 21 𝑟：洪水到達時間内の平均降雨強度（mm/h）  22 
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(4) ピーク流出係数 1 

ピーク流出係数は、地域の地質、地被、先行降雨等の諸条件により異なる。事業実施後のピーク流2 

出係数を推定する場合や、実測資料の乏しい場合には、表-4.7.1、表-4.7.2 に示す値を参考として3 

もよい。なお、土地利用が一様でない場合には、その構成比率による加重平均値を用いる。 4 

 5 

表-4.7.1 ピーク流出係数 f 6 

地形の状態 𝑓 

急峻な山地 0.75 ～ 0.9 

三紀層山地 0.7 ～ 0.8 

起伏のある土地及び樹林地 0.5 ～ 0.75 

平らな耕地 0.45 ～ 0.6 

かんがい中の水田 0.7 ～ 0.8 

山地河川 0.75 ～ 0.85 

平地小河川 0.45 ～ 0.75 

流域のなかば以上が平地である大河川 0.5 ～ 0.75 
※ 上表は、物部が河川の洪水時の値として与えたものであるが、流域の状況によって変化するとともに、安全7 

係数に類するものも含めてあり、さらに対象とした洪水が大きなものであるため、土地改良事業で対象とす8 
る降雨に対しては大きな値となる傾向がある。特に水田の場合には、 0.7～0.8 をとることはほとんどなく、9 
おおむね 0.4～0.5 の範囲内と考えてよい。 10 

表-4.7.2 ピーク流出係数 f 3） 11 

地形の状態 𝑓 

路面及び法面 0.70 ～ 1.00 

市街 0.60 ～ 0.90 

森林地帯 0.20 ～ 0.40 

3 自然排水ができない場合の計画排水量 12 

自然排水が不可能な低平な地区においては、地区内の湛水状況は降雨の状況（降雨強度及び継続時13 

間）、外水位等の時間変動に対応して複雑に変化する。このため、自然排水が可能な地区で用いられる14 

総排水量を算出するだけの簡易な計算方法を採用することは適当でなく、以下により詳細な検討を行15 

う必要がある。 16 

(1) 作業手順 17 

① 計画内水位、計画外水位の決定 18 

② 計画基準雨量（２～３日連続雨量）によるハイドログラフの作成 19 

③ ②による地区内の湛水状況（湛水深、湛水面積、湛水時間等）の把握 20 

④ ポンプによる排水量計算及び排水後の湛水状況 21 

⑤ ポンプ等の諸元の決定 22 

詳細については、計画基準「排水」を参照する。  23 
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(2) 許容湛水 1 

ア 水稲作の場合 2 

許容湛水深は 30cm とし、やむを得ず 30cm を超える場合は湛水時間が 24 時間を超えないもの3 

とする。 4 

なお、計画内水位は最低田面標高に許容湛水深をプラスしたものとなるが、これにより事業費や5 

維持管理費が増嵩し不経済となる場合には、計画内水位の設定には十分な検討を要する。 6 

イ 水田畑利用の場合 7 

畑作物においては原則として湛水を許容しない。ただし、著しく不経済となるときは、湛水をあ8 

る程度許容する地域を設定し、その湛水深、湛水時間、作付体系等を十分検討する必要がある。な9 

お、田面の不陸、うね立て等を勘案し、排水解析上 5cm 未満の湛水については湛水がないものとし10 

て取り扱う。 11 

 12 

4.7.2  水理設計 13 

計画洪水時排水及び計画常時排水のそれぞれにおいて、設計流量及び設計水位のいずれも満足する

よう、排水路の断面形及び勾配を定める。 

1 暗渠工 14 

本項では、暗渠工（排水路）のうち管路（管型暗渠）及びボックスカルバート（箱型暗渠）を対象15 

とする。 16 

(1) 水理計算 17 

ア 管路 18 

管路の水理計算は、4.6.4 開水路の設計に準拠する。 19 

なお、道路横断部等における開水路との取付けによる断面決定に当たっては、取付水路（上流水20 

路）の流積 A2 を求め、管路の通水断面 A1 がこれを下まわらないものとする（A1＞A2）（図-4.7.321 

及び式(4.7.4) 参照）。 22 

 24 
図-4.7.3 管路の通水断面 25 𝐴ଵ = 12 ∙ 𝑟ଶ ∙ ሺΨଵ + Ψଶ − 2𝜋 − sinΨଵ − sinΨଶሻ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.7.4) 26 

ここに、A1：管路の通水断面         Ψଵ，Ψଶ ∶角度（rad） 27 A2：取付水路の通水断面         ｒ ：管の半径 28 

348



 

【事例】管路の最小流速、最小口径、管種 1 

管路の最小流速、最小口径、管種は関連する基準書に基づき、地域の実情等を十分に考慮して決定す2 

る。以下に設計事例を示す。 3 

表-4.7.3 管路の最小流速、最小口径、管種の設計事例 4 

 5 

イ ボックスカルバート 6 

ボックスカルバートの水理計算は、4.6.4 開水路の設計に準じて行う。 7 

なお、前述のア 管路と同様に、取付水路（上流水路）の流積 A2を求め、ボックスカルバートの8 

通水断面 A1がこれを下まわらないものとする（A1＞A2）（図-4.7.4 及び式(4.7.5)、式(4.7.6) 参9 

照）。 10 𝐹௕ = 0.07𝑑 + ℎ௩ + 𝛼⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.7.5) 11 

ここに、F b：余裕高(m) 12 D ：計画最大流量に対する水深(m) 13 h v：流速水頭(m) 14 

α：0.05～0.15(m) 15 

 16 
図-4.7.4 ボックスカルバートの通水断面 17 𝐴ଵ = 𝐵ଶ ∙ 𝑑 − 𝐵ଷଶ ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.7.6) 18 

ここに、A1：ボックスカルバートの通水断面 19 A2：取付水路の通水断面  20 

地区 最小流速 最小口径 最小口径での管種 備考

A地区 高密度ポリエチレン管

B地区 高密度ポリエチレン管

C地区 硬質ポリ塩化ビニル管

D地区 硬質ポリ塩化ビニル管

E地区 0.45m/s φ200mm 耐圧ポリエチレンリブ管

用水路と排水路を連結させ、排
水路内の堆積土砂をフラッシン
グにより除去可能

0.60m/s φ300mm
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(2) 留意事項 1 

① 土砂等の堆積による通水断面の縮小を考慮して余裕を見込んでおく。特に、豪雨の際に多量の2 

土砂、木片等が流入するおそれのある場合には、更に必要な余裕を確保する。なお、暗渠の延3 

長が長く流量が少ない場合でも、沈泥による有効断面の縮小や維持管理を考慮し内径又は内幅4 

を 60cm 以上とすることが望ましい。 5 

② 道路等の横断暗渠については、その延長が短いため、勾配変化等がなければ暗渠内流速は上下6 

流水路の流速と差がないと考えられ、これらを考慮して断面を決定する。 7 

2 開水路 8 

(1) 水理計算 9 

① 水理計算は、4.6.4 開水路の設計に準じて行う。詳細については設計基準「水路工」、計画基準10 

「排水」を参照する。 11 

② 複断面水路の合成粗度係数 12 

潤辺の粗度係数が部分により異なる水路断面においてマニング公式を適用する場合は、全潤辺13 

に対する合成粗度係数を計算して流速を求める（図-4.7.5 参照）。 14 

合成粗度係数 ni は、式(4.7.7)によって求める。 15 

𝑛𝑖 = ൭ 1∑𝑃௜ ൫𝑃ଵ 𝑛ଵଷ/ଶ + 𝑃ଶ 𝑛ଶଷ/ଶ ⋯⋯+ 𝑃ହ 𝑛ହଷ/ଶ൯൱ଶ ଷൗ ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.7.7) 16 

 17 
 18 

図-4.7.5 合成粗度係数の算定図 19 

ただし、排水路、河川等で図-4.7.6 のように高水敷の水深が浅い場合、前記のような合成粗度係20 

数によって流量計算を行うことは不適当であり、図示のように流積を区分して計算を進める方が適21 

当な場合がある。この場合、区分の境界線は潤辺とみなさない。 22 

 23 
図-4.7.6 流量計算区分図 24   25 

潤辺 粗度係数 潤辺長 

AB n1 P1 
BC n2 P2 
CD n3 P3 
DE n4 P4 
EF n5 P5 

全潤辺 ni ΣPi 
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(2) 許容流速 1 

最大許容流速は 4.6.4 開水路の設計に準じるものとする。詳細については設計基準「水路工」を2 

参照する。また、以下の点に留意する。 3 

① 複断面水路の場合には、許容最大流速は使用材料のうち最小のものにより規定される。 4 

② 護床又はその他適切な侵食防止処置が講じられる場合、コンクリートの厚さを増すなどで部材5 

の補強が行われる場合、又は河川に相当する大きな排水路にあっては、最大許容流速は、当該6 

水路の構造及び地形・地質並びに類似の実施例を参考にして定める。 7 

最小許容流速については設計基準「水路工」を参照する。 8 

(3) 余裕高 9 

開水路形式の排水路を複断面水路とする場合、余裕高は原則として式（4.6.12)（4.6.13)によって10 

決定する。ただし、隣接田面より 1/10 確率排水位が高くならないように留意し、下記により決定す11 

る。 12 

① Fb＞盛土高（原則として 30cm 以上）ならば盛土余裕高=Fb 13 

② Fb＜盛土高（原則として 30cm 以上）ならば盛土余裕高=30cm 14 

 15 

 16 
図-4.7.7 排水路（複断面）の余裕高 17 

 18 

余裕高及び水路壁高の算定については、図-4.7.8 に示すフローチャートに基づいて行う。なお、19 

複断面水路の低水護岸高（原則として 1/1～1/2 年確率排水位）に対する余裕高は、原則として考慮20 

しない。 21 
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 1 

※水路余裕高決定のための着眼点については、図-4.6.16 を参照する 2 

図-4.7.8 排水路(開水路)の余裕高算定と水路壁高決定のフローチャート 3 

 4 

4.7.3  構造設計 5 

排水路の構造は暗渠を基本とし、計画排水量を安全に流下させることはもちろん、維持管理の省力

化、工事費の抑制、つぶれ地発生の抑制等について総合的に検討して決定する。 

1 一般事項 6 

① 幹支線排水路の断面は、原則として合流点ごとに決定する。また、排水路断面は、上流側断面7 

と整合するよう計画する。 8 

② 排水路の構造は、維持管理作業の省力化や安全面（転落防止・熱中症対策等）の観点から暗渠9 

を基本とし、現場条件等によりこれにより難い場合は開水路とする。 10 

③ 開水路の場合、原則としてプレキャストコンクリート製品で施工するものとし、維持管理上最11 

小断面を上幅 250mm 程度とする。 12 

※ 
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④ 水路敷高は、耕区下流端で地下水排除機能が働き、かつ暗渠排水施設が取り合う深さとする。 1 

⑤ 小排水路延長が 600m 以上になると、工事費の増嵩が顕著となるため、600m 以内ごとに支線2 

排水路に接続させることが望ましい。 3 

2 水路断面 4 

(1) 暗渠工 5 

ア 一般事項 6 

① 構造設計に当たっては、種々の荷重を適切に定めるものとし、特に農道等を横断するものにつ7 

いては、通行する車両の荷重条件を考慮し設計荷重を決定する。 8 

② 数種類の構造が対象となっている場合は、経済比較とともに埋設される位置の立地条件、施工9 

条件、維持管理から総合的な検討を行い決定する。 10 

③ 農道等の横断暗渠工は、施工性及び経済性から、極力直角に横断するよう計画する。 11 

④ 国道、河川等の横断暗渠工については、関係機関との協議を必要とする。 12 

イ 暗渠工の構造 13 

代表的な暗渠工の構造の特徴を表-4.7.4 に示す。 14 

表-4.7.4 暗渠工の構造 15 

項 
 
目 

管路（管型暗渠） 

ボックス 
カルバート 硬質ポリ塩化 

ビニル管 

高密度ポリエ
チレン管 

耐圧ポリエチ
レンリブ管 

強化プ
ラスチ
ック複
合管 

遠心力鉄筋コ
ンクリート管 重圧管 

現
場 
条
件 

土被りがある程度期待できる場合で、比較的断面の小
さい用排水路に使用する。 

自動車荷重が大き
く、土被りが少な
い場所で、比較的
断面の小さい用排
水路に使用する。 

管路や橋梁等との比較
検討を行い使用する。 

基 
 
礎 

荷重条件により無基礎、砂基礎、砕石基
礎、ソイルセメント基礎等の検討を行
う。 

荷重条件により、無基礎、砂基礎、
コンクリート基礎等の検討を行
う。 

基礎地盤が良好な場合
は敷コンクリートのみ
とするが、それ以外は
均しコンクリートと基
礎砕石又は杭基礎の施
工を検討する。 

留
意
事
項 

耐寒性が低い
ため、寒冷地
で使用する場
合には、管に
衝撃が加わら
ないよう特に
注意する必要
がある。 

管側部に作用する受動
土圧が減少し、管に過大
な変形やたわみが生じ
ることがないよう十分
な検討を行うとともに、
埋戻しの際、十分な締固
めを行う必要がある。 

比較的口径が
大きくなり、
180 ° 又 は
360°コンク
リート基礎と
する場合には
経済性で劣る
場合がある。 

土被りの少ない道
路の縦横断用暗渠
として適する。 

ボックスカルバートの
構造計算については、
設計基準「水路工」に準
じる。 

  16 
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(2) 開水路 1 

ア 排水路断面 2 

排水路断面はその維持管理の省力化が図られるよう、単一断面のプレキャストコンクリート製品3 

の設置や全面コンクリート張りによる 1/10 年確率排水位までの護岸を基本とする。ただし、水路4 

の幅や深さが大きくなり、むしろ水路内の土砂上げに苦労することにならないよう、地域の意向等5 

への留意が必要である。このように単一断面のプレキャストコンクリート製品の設置等による 1/106 

年確率排水位までの護岸が困難な場合であって、低平地及び緩傾斜の常流水路である場合には、複7 

断面にすることを検討する。 8 

 9 

 10 
（a）単断面 11 

 12 
（b）複断面 13 

図-4.7.9 排水路標準断面図 14 

 15 

表-4.7.5 排水路の溝畔及びバームの構造 16 

種 別 留 意 事 項 

溝畔の法勾配 

内法は 1：1.0 を原則とし、外法は土質により決定するが、一般的には畦畔の構造と同

様とする（表-4.3.8 参照）。 
また、リモコン草刈機等への対応を含む維持管理上の利便性にも配慮する場合は、

4.3.6 畦畔 3 リモコン草刈機等に対応した畦畔を参照する。 

溝畔の上幅 
溝畔の上幅は、溝畔の高さ又は排水路の維持管理上の利便性により決定されるが、幹・

支線排水路で 50～100cm 程度、小排水路で 30～50cm 程度が望ましい。 
バ ー ム 
（犬走り） 

バームは、溝畔からの土砂落入防止と維持管理上の利便性を考慮し設置する。幅は、

幹・支線排水路で 50～100cm 程度、小排水路で 20～30cm 程度が望ましい。   17 

1/10 年確率 
排水位 
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イ 用排兼用水路の断面 1 

用排兼用水路の水路壁高は、用水路及び排水路で算定される余裕高の大きい方を採用して算定す2 

る（4.6.4 開水路の設計及び 4.7.2 水理設計に準拠する）。また、護岸高さは表-4.7.6 のとおりと3 

する。 4 

表-4.7.6 用排兼用水路の護岸（プレキャストコンクリート製品を含む）高さ 5 

条 件 用水量 ≧ 排水量 用水量 ＜ 排水量 

通 常 

（低水護岸

の場合） 

【①≧②】 
護岸高：(用水位)＋(用水位に対する余裕高) 

 
【①＜③】 

【①＜②】 
護岸高：低水護岸(1/1～1/2年確率排水位) 

 
 

1/10年排水

位まで護岸

する場合 

【①≧③】 
護岸高：(用水位)＋(用水位に対する余裕高) 

 

【①＜③】 
護岸高：(1/10年確率排水位)＋(排水位に対

する余裕高) 

 

※ ① (用水位)＋(用水位に対する余裕高) 6 
② 1/1～1/2 年確率排水位 7 
③ (1/10 年確率排水位)＋(排水位に対する余裕高) 8   9 

用水位 

1/10 排水位 

1/2 排水位 
用水位の余裕高 

1/10 排水位の余裕高 

護岸高 

用水位 

1/2 排水位 

1/10 排水位 

護岸高 用水位の余裕高 

1/2 排水位 

用水位 

1/10 排水位の余裕高 

護岸高 

1/10 排水位 

用水位 

1/10 排水位 

護岸高 用水位の余裕高 

用水位 

1/10 排水位 

護岸高 1/10 排水位の余裕高 
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4.7.4  附帯構造物 1 

附帯構造物は、水管理及び施設維持管理が適切に行えるよう設計する。 

1 落水口（水じり） 2 

落水口の配置、断面、構造については表-4.7.7、標準図については図-4.7.10 のとおりである。 3 

表-4.7.7 落水口 4 

項目 留 意 事 項 

数
と
配
置 

・各耕区の排水路に沿う辺の下流側に１か所以上設ける。ただし、短辺長が 50m 以上になる場合

は、50m 以内に１か所以上設けることが望ましい。 

・湛水深のコントロールや大雨時の田面貯留（後述の「田んぼダム」の実施）の必要性等に配慮

しつつ、工事費の削減及び維持管理労力・水管理労力の軽減のため、落水口の統合・集約化に

ついても検討することが望ましい。 

断

面 

・幅は開閉操作を考慮して 50cm にとどめ、区画面積が特に大きく必要排水量からみて 50cm 以

上の幅を要する場合には、２か所以上に分けて設ける必要がある。 

・落水口の敷高は、田面排水の迅速化を図る上で田面から５～10cm 下げることが必要であるが、

田畑輪換等により畑作導入を重視する場合には、敷高は更に低く 15～20cm に下げる必要があ

る。また、大区画ほ場の場合等は地域の営農形態・排水管理方式を考慮した上で更に敷高を下

げることも検討する必要がある。 

構

造 

・区画が拡大されると排水量が大きくなり、その維持管理も困難となるので、従来の溝畔に設け

た単なる欠口でなく、操作の便利なコンクリート等の構造物とすることが望ましい。型式は田

面湛水深のコントロールを考慮し、数枚の角落しによる越流方式にすることが望ましい。 

・湛水深を自動制御する型式も開発されているが、導入に際しては水管理の省力化と動作の確実

性を十分検討する必要がある。 

・排水管はφ150～φ200mm の硬質ポリ塩化ビニル管、高密度ポリエチレン管又は遠心力鉄筋コ

ンクリート管を標準とし、落口の水路底には、土壌侵食を防止する底打ちコンクリートの設置

を検討する。 
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 1 

図-4.7.10 落水口標準図 2   3 
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【参考】田んぼダムの概要 1 

(1) 「田んぼダム」とは 2 

「田んぼダム」とは、水田が元来有している雨水貯留機能を強化することで、「田んぼダム」を実3 

施する地域やその下流域の湛水被害リスクを低減するための取組である。 4 

図-4.7.11 のように、水田の落水口に流出量を抑制するための小さな穴の開いた流出量調整板等の5 

器具（以下「流出量調整器具」という。）を設置することで、水田に降った雨水を時間をかけてゆっ6 

くりと排水し、水路や河川の水位の上昇を抑制することで、水路や河川から溢れる水の量、範囲を抑7 

制できる。 8 

 9 

図-4.7.11 「田んぼダム」を実施している水田の排水イメージ 6) 10 

田んぼダムの実施による効果については、「田んぼダムの手引き（農林水産省農村振興局整備部）」11 

（https://www.maff.go.jp/j/nousin/mizu/kurasi_agwater/attach/pdf/ryuuiki_tisui-67.pdf）に、実証12 

に基づく効果の試算結果を記載しているので、参照されたい。 13 

(2) 「田んぼダム」の実施に向けた検討 14 

「田んぼダム」を実施する水田では、適切な畦畔高をもつ堅固な畦畔が必要である。これらの畦畔15 

は、「田んぼダム」のためだけではなく、営農する上でも必要であり、「田んぼダム」の取組をきっか16 

けとして、畦畔を適切に整備し維持していく仕組みを作ることが、地域の農業を継続していく上で17 

も有効である。このため、畦畔高は、地域における許容湛水位等を踏まえた適切なもの（一般的には18 

30cm 程度）とする。 19 

また、「田んぼダム」においては、想定する降雨に対して雨水貯留機能を発揮し、貯留した雨水を20 

適切に排水できる落水口が必要である。落水口の流出量調整器具として、水田の水管理を行う通常21 

の水位調整板と別に、流出量調整板を設置する「機能分離型」と、水田の水管理を行う通常の水位調22 

整板に流出量を調整する機能を持たせる「機能一体型」がある。（表-4.7.8 参照） 23 

機能分離型と機能一体型とも「田んぼダム」効果を発揮するが、表-4.7.8 に示すとおり、それぞ24 

れ特徴があることから、排水桝や取組に要する負担等の条件を踏まえて適切な流出量調整器具を選25 

定することが重要となる。 26 

また、田んぼダムを導入する地区で排水路の暗渠化を計画する場合も、排水路の下流接続部の流27 

下能力も踏まえつつ、計画排水量に基づく施設規模を検討する。  28 

「田んぼダム」実施 「田んぼダム」未実施 

流出量抑制 

雨水を貯留 

排水桝 

水位調整板  

流出量調整板 

水位調整板 

排水桝 
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表-4.7.8 機能分離型と機能一体型の概要 6) 1 

 機能分離型 機能一体型 

概要図  

 

例 

  

特徴 ・小さな降雨では流出抑制機能を発揮せず、

大きな降雨で機能が現れる。 

・機能一体型よりも短時間で排水できる。 

・既存の排水桝に設置ができない場合があ

り、対応するには排水桝の交換、または設

置可能な器具（例えば、スリットが１本の

桝、溝のない桝や未整備圃場に対応した器

具等）の選定が必要である。 

・非湛水期においても流出量抑制機能が継続

するため、一定規模以上の降雨が発生した

際には、田面が乾燥するまで時間を要する

可能性がある。 

 

・小さな降雨や初期降雨でも流出量抑制機能

が発揮される。 

・機能分離型よりも排水に時間を要するた

め、水田に貯留される時間が長く、活着期

から分げつ期の浅水管理時には、水位・流

出量調整板の取り外しや高さ調整が必要な

場合がある。 

・多くの場合、既存の排水桝に設置ができ

る。 

・非湛水期においては設置されない場合が多

く、「田んぼダム」の効果が限定的で、一定

規模以上の降雨があった場合は、水位・流

出量調整板を取り外すため、「田んぼダム」

なしの場合と同様になり、田面が乾燥する

までの時間が短い。 

2 合流工（開水路） 2 

開水路の幹線と支線との合流工は、水理的かつ構造的に安全かつ経済的な施設となるよう設計しな3 

ければならない。また、支線水路と小排水路の流入は直角に取り付けるのが一般的であり、合流工に4 

は堰上げ背水等を考慮して流入・流出水路に 10cm 程度落差を設けるとよい。 5 

 

排水桝 

水位・流出量調整板 水位調整板 

 

流出量調整板 

排水桝 
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3 落差工（開水路） 1 

開水路における落差工の前後にはエネルギーが集中し、洗掘、崩壊等が発生しやすいため、十分な2 

延長の護岸を設置しなければならない。また、生物の移動の障害とならないよう環境との調和にも配3 

慮して決定する。 4 

上流部の取付水路については、護岸の施工又は計画排水量が通水可能な断面とするのが望ましい。5 

一般的に使用されている落差工型式を表-4.7.9 に示す。 6 

表-4.7.9 一般的な落差工形式 7 

形 状 留 意 事 項 

階段式 

落差工 

 

・落差が小さい（1.0m 以下）場合に使用する。

落差が大きい場合には、数箇所設置する。 

 

シュート 

式落差工 

 

・落差が大きい（1.0m 以上）場合に使用する。 

・流量が小さい場合にはプレキャストコンク

リート製品を組み合わせた形状で対応でき

るが、流量が大きく落差が大きい場合には、

シュート部は現場打ちコンクリート構造が

望ましい。 

・静水部は、落差高及び流量に応じた延長とす

る。 

・設置部分の溝畔には、飛散対策のため護岸が

必要である。 

4 安全施設（開水路） 8 

開水路における安全施設の設計は、4.6.4 開水路の設計に準じて行う。 9 

5 管理施設（管路） 10 

(1) 除塵施設 11 

管路の機能を安全に維持管理するため、管路内に土砂が堆積しないような流速を確保できる構造12 

にする。流速を確保できる構造にできない場合、フラッシュゲートを設け、用排接続により堆積土砂13 

をフラッシングさせるなどの対策を行う（【事例】用排接続による堆積土砂のフラッシング 参照）。14 

また、刈草等のごみが詰まらないような対策が必要となる。このため、原則として落水口に除塵スク15 

リーンを設置するものとする。 16 

【事例】用排接続による堆積土砂のフラッシング 17 

排水路内の堆積土砂をフラッシングさせたい場合には、用水路と排水路を連結させる方法も取られ18 

る。フラッシング時には、排水路の下流側ゲートを閉塞し、通常時は閉塞している用水路と排水路の連19 

結部のゲートを開放して排水路内に充水を行い、その後、下流側ゲートを開放することでポンプ圧送20 

せずとも堆積土砂をフラッシングさせることができる。  21 
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 1 
写真-4.7.1 既設水路と管路接続部のゲート 2 

【事例】落水口でのスクリーンの設置 3 

ほ場内のごみ等が排水管路内に侵入し詰まらないよう、落水口にスクリーンを設置している。（写4 

真-4.7.2 参照） 5 

 6 
写真-4.7.2 スクリーン付き落水口 8) 7 

(2) 監査桝（管理孔） 8 

埋設勾配を確保できない地区及び土砂等の流入が多い地区においては、点検、土砂の撤去及び清9 

掃等のため、管径の変化点や勾配が緩くなる方向の一定区間毎に監査桝を設置することが望ましい。10 

なお、その構造は、監査桝における管理方法を考慮したものとし、鉄筋コンクリート造りで人が出入11 

りできる大きさとした監査桝の例を以下に示す。（図-4.7.12 参照） 12 

 13 
図-4.7.12 監査桝の例 14 

  15 
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4.8  暗渠排水 1 

暗渠排水の目的は一般に次のとおりである。 2 

① ほ場の水管理を容易にし、作物の生育環境を良好にする。 3 

② 農作業の環境を改善し、農業機械の作業性を向上させる。 4 

③ 土壌の除塩を図る。 5 

④ 融雪促進、凍上防止、地温の上昇を図る。 6 

水田においては①、②が主な目的であり、これによって汎用性を高め、畑作物や高収益作物の導入等7 

が可能となる。 8 

 9 

4.8.1  計画暗渠排水量 10 

計画暗渠排水量は、ほ場の土地利用形態（水田、畑等）に応じて決定する。 

1 水田の場合の計画暗渠排水量の決定方法 11 

水田の場合における計画暗渠排水量は 10～50mm/d の範囲とするが、20～30mm/d が標準的な値12 

である（表-4.8.1 参照）。 13 

表-4.8.1 計画暗渠排水量の範囲（mm/d） 14 

区 分 計画暗渠排水量 

水  田 10～50 ＜標準値 20～30＞ 

水田の畑利用 ＜標準値 30～50＞ 

畑 ＜標準値 10～50＞ 

類似地において実測した排水量－時間曲線から求めた暗渠総排水量(V)を用いて、T 日で排水する15 

のに必要な計画排水量(D)を D＝３V/T により求めることができる。また、暗渠排水工の完了した近16 

傍地区等における値を参考とすることも、計画を作成する上で有効な手段と考えられる。 17 

2 計画排水時間（地表残留水の排除日数） 18 

水稲作の場合、農業機械の導入や適正な水管理のため、田面水は１～２日以内で排除可能でなくて19 

はならない（表-4.8.2 参照）。  20 

暗渠排水の計画策定に当たっては、当該地区の現況排水状況、実施の目的、改良程度等を明らかに

し、地区の実態に即した最適なものとしなければならない。なお、ほ場整備事業で取り扱う暗渠排水

の検討に当たっては、土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画「暗渠排水」基準書・技術書

（以下「計画基準「暗渠排水」」という。）に準拠する。 
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表-4.8.2 地表残留水の排除日数 1 

期 別 期 別 の 区 分 排 除 日 数 

かんがい期 除草剤・液肥施用時 １～２日以内 

 湛水直播芽干し時 １     〃 

 中干し時 ２～３  〃 

 かんがい終了時 ３～５  〃 

非かんがい期 耕起・砕土作業期 １～３  〃 

（雨水排除） 乾田直播播種作業期 １～２  〃 

 乾田直播発芽期 １～２  〃 

 収穫作業期 １～２  〃 

 秋耕作業期 ３～５  〃 

3 水田の畑利用及び畑の場合の計画暗渠排水量 2 

水田の畑利用の場合は、30～50 ㎜/d が標準的な値である。 3 

計画暗渠排水量を算出する場合の基礎となる計画基準雨量は 1/10 年確率の４時間雨量とし、これ4 

をおおむね４時間で地表排水及び地下排水により排除することを排水目標とする。 5 

また、計画基準雨量は、気象観測資料を用いて確率統計解析により得られた実績降雨に基づく確率6 

降雨量（1/10 年確率の４時間雨量）に、気温上昇時の気候予測資料により求めた降雨量変化倍率（過7 

去実験値と将来実験値の各確率降雨量の比）を乗じることを基本とし推定する。なお、気候予測資料8 

は全国５km メッシュアンサンブル気候予測データを使用する。 9 

なお、計画基準雨量の算定については計画基準「排水」を参照する。 10 

4 単位計画排水量 13 

（1）、（2）に基づき、単位計画排水量は式(4.8.1)によって求められる。 14 

𝑞 =  𝐷 × 10ିଷ × 10ସ × 10ଷ 𝑇 × 8.64 × 10ସ = 0.1157𝐷/𝑇 ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.8.1) 15 

ここに、𝑞：単位計画排水量（ℓ/ s・ha） 16 𝐷：計画暗渠排水量（mm/d） 17 𝑇：排除日数（d） 18 

 19 

4.8.2 計画地下水位 20 

整備目標の基本的な指標となる計画地下水位は、作物の生育や土壌の物理性と密接な関係があり、

農業機械の走行に必要な地耐力の確保、土地利用形態等を考慮して決定する。 

1 作物生育と地下水位 21 

各種の試験結果によると、整備目標の基本的な指標となる、作物生育にとって望ましい土地利用区22 

分別地下水位（計画地下水位）は表-4.8.3 に示すとおりである。 なお、地下かんがいを計画する場23 

合の地下水位は、作付作物に応じて別途考慮する。 24 

364



 

2 地耐力と地下水位 1 

水田において、農業機械の走行作業時に必要な地耐力として、コーン指数 390kN/m2以上（地表面2 

下 15cm までの間を５cm ごとに測定した４点平均）が必要とされる。地耐力は地下水位と密接な関3 

係があり、地下水位の低下は地耐力確保のための必要条件で、暗渠排水は地下水位低下を図る有効な4 

手段である。 5 

表-4.8.3 土地利用区分別地下水位及び低下日数 6 

土地利用形態 
降雨後２～３日の 常時地下水位 

地下水位 （降雨後７日以降） 

水田（落水後） 地表面下 30～40cm 地表面下 40～50cm 

畑 
〃   40～50cm 〃   50～60cm 

水田の畑利用 

そのほか（樹園地等） 〃   50～60cm 〃   60～100cm 

 7 

4.8.3 暗渠排水組織 8 

暗渠排水組織は、排水がより迅速に行えるとともに、将来の維持管理が容易となるよう十分に検討

し決定する。また、ほ場外への排水の調節を行う単位をひとまとまりとして計画し、吸水渠、集水渠、

水閘、排水口等の配置を検討する。 

1 暗渠排水組織の構成要素 9 

暗渠排水組織は、一般に吸水渠、集水渠、水閘及び排水口から構成される。このほか、必要に応じ10 

て吸水渠の上流端に管内清掃用として立上り管を設置する。また、水閘の代わりに強制排水を行う集11 

水槽・ポンプ、小排水路末端のゲートやポンプ、管排水路にマンホール等を設ける場合もある。 12 

暗渠排水組織等の基本概念図は、図-4.8.1 のとおりである。 13 
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 1 
図-4.8.1 暗渠排水組織等の基本概念図 2 

2 吸水渠 3 

吸水渠は、地表残留水や過剰な土壌中の重力水を捕捉し、集水渠に導くものである。その構造は、4 

吸水管及び疎水材から構成されるものを基本とするが、吸水管のみが単独で施工される場合もある。5 

また、暗渠資材である吸水管や疎水材を用いない暗渠、吸水管又は疎水材のみを用いる暗渠について6 

は、補助暗渠として本暗渠と組み合わせて計画される。 7 

3 集水渠 8 

集水渠は、吸水渠により集められた水を排水口まで導水するものであり、吸水渠の水を遅滞なく排9 

除し調節（抑制）する機能を備える。集水渠は、吸水渠の下流端（集水渠との合流点）を連ねること10 

を原則とし、数本の吸水管によって吸水された排水を処理するため、所要の通水能力を持たせる必要11 

がある。また、集水渠の敷設勾配を適正なものにするため、排水路の水位が高い場合には、吸水管の12 

下流端の高さを規制することもある。 13 

設計上の主な留意点は、次のとおりである。 14 

① 地形が平坦で集水渠の勾配が過小となる場合や排水改良に伴い地盤沈下が予想される場合に15 

は、集水渠を明渠とすることがある。この場合は吸水渠を直接排水路に接続する形態（直接排16 

水方式）となる。 17 

降 雨 あ る い は 地 表 湛 水 

地 下 浸 透 
畦

畔

浸

透 

降下 
浸透 

地下水 

地

表

排

水 

＜基本暗渠排水組織＞ 

立上り管（管理孔） 

吸水渠 
（補助暗渠） 

集水渠 

水閘 

排水口 

小・支線幹線排水路 
（ゲート・ポンプ） 
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② 吸水渠の合流点には分岐管を用い、両側から集水する場合は合流点をずらすことが必要である。 1 

③ 集水渠の管径を算定する場合、マニング式の動水勾配は、集水渠の平均敷設勾配とする。また、2 

集水渠の勾配が著しく変化する箇所や集水渠が合流する箇所が生じる場合及び落差工を要す3 

る場合は、マンホールを設けて流勢の減殺及び土砂の沈殿を図る。 4 

④ 大区画水田において集水渠排水方式を採用する場合、ほ区全体の吸水渠を束ねた集水渠では、5 

集水管が極端に大きくなる場合もある。このため、その経費や管理の難易等を総合的に検討し、6 

30～50a を単位として処理する方法や両側へ排水する方法等も検討することが望ましい。ただ7 

し、小排水路の暗渠化と農道ターン方式を採用する場合には、水閘の管理や農業機械の作業性8 

の面から集水渠排水方式を採用する。 9 

4 水閘 10 

水閘は、地下水位の調節、逆流防止、管内土砂等の清掃等に用いる施設で、集水渠の途中又は末端11 

に設置される。 12 

(1) 水閘の形式 13 

水閘は、堅管式と水栓式に大別される。堅管式の水閘は、吸水管又は集水管に垂直に設置した管を14 

通じて暗渠の開閉操作を行うもので、一般に畦畔に設けられる。一方、水栓式の水閘は、暗渠の排水15 

口に水栓式のキャップを設置し、その開閉操作によって暗渠排水量を調節するものである。各々の16 

経済性、操作性、暗渠管の清掃の難易等を総合的に検討して選定することが必要である。 17 

各水閘の特徴を表-4.8.4 に示す。  18 
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表-4.8.4 各水閘の特徴 1 

区分 標準構造図 設置場所 材質 操作方法 特徴 

堅

管

式 

水

閘 

 

 

 

 

 

主に水平整合箇

所に使用 

塩化ビニ

ル製 

・止水栓の開閉

は、差し込み又

はねじ込みに

より行う。 

・水位調整孔の調

節は、孔の開閉

により行う。 

・水位調整器の調

整は、中筒の上

下により行う。 

・複数の水田に繋がる暗渠におい

ても、途中で止水ができる。 

・水位調整機能付水閘は、水稲栽

培時の深水や畑地利用時等の地

下水位調整ができる。 

・収納機能付水閘は、畦畔の草刈

り作業や農業機械等の旋回等の

障害にならない。 

・収納機能付水閘以外は、立上り

部が地上に出ているため、畦畔

の草刈り作業や農業機械等の旋

回等による破損に注意しなけれ

ばならない。 

・水栓式と比べてコストが高い。 

 

 

 

 

 

主に傾斜地の中

間に使用 

 

水

位

調

整

機

能

付

水

閘 

 

 

 

 

 

水位の定位制御

を要する箇所に

使用 

 

 

 

 

 

 

水位調整が無段

階で可能。田面

か ら＋ 20 ～ －

30cm 

 

 

 

 

 

 

 

(収納機能付) 

水位調整が無段

階で可能。田面

か ら＋ 20 ～ －

30cm 

 

水

栓

式 

キ

ャ

ッ

プ

水

閘 

 

 

 

 

 

 

 

 

暗渠末端の排水

口に使用 

・塩化ビ

ニル製 

・ポリエ

チレン製 

ねじ込み式でキ

ャップの開閉に

より操作する。 

・排水路まで降りて操作する必要

があり、操作が困難な場合があ

る。 

・キャップ部が排水路から飛び出

ている場合は、ごみが絡まり、

通水阻害を起こすおそれがあ

る。 

・鎖、パッキンがとれやすい。 

・補修が容易である。 

・堅管式と比べてコストが安い。 

水位 
調整孔 
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(2) 水閘の設置位置 1 

① 水閘は排水の調節を一括して行う単位面積ごとに設けられるが、継続した水田の畑利用が進め2 

られる場合には、耕区ごとに排水調節が必要となるため、耕区単位に水閘を設置するのが一般3 

的である。 4 

② 堅管式水閘は、農業機械との接触や草刈り等の畦畔管理によって破損、損傷する事例が多い。5 

したがって、対応策としては、担い手への注意喚起とともに、農業機械の走行に支障のない位6 

置への設置、地上部にコンクリート管等の保護管（図-4.8.2 参照）を設けること、また、地上7 

部に出さない構造とするなどの工夫も有効である。小排水路の暗渠化や農道ターン方式を採用8 

する場合においては、水閘は竪管式を用いて隣接水田との畦畔に設けるなど、水閘の管理や農9 

業機械の作業性から検討する必要がある。 10 

③ 水閘の保護管には、陶管、合成樹脂管、コンクリート管等を使用することが多い。合成樹脂管11 

の水閘の場合には、日光等による劣化のおそれや、積雪（冬期間水閘を開放する場合）による12 

止水棒の破損のおそれがあるので、保護管に蓋を設けることも必要である。 13 

④ 水閘は、設置位置が排水路、耕作道の脇又は畦畔上であることから、その前後に吸水孔のない14 

管を用いる（図-4.8.3 参照）。 15 

 16 

 17 

図-4.8.2 水閘保護管 18   19 
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 1 
（a）堅管式水閘 2 

 3 

 4 
（b）水栓式水閘 5 

図-4.8.3 水閘の設置例 6 

5 立上り管（管理孔）及びマンホール 7 

立上り管（管理孔）及びマンホールは、必要に応じて設置する。 8 

① 立上り管（管理孔）は、吸水管の目詰まりや土砂等の堆積が生じたとき、管から注水して清掃9 

を行うほか、吸水管及び集水管の給排気を行う機能を有する。立上り管の設置位置は、営農上10 

支障とならない道路、水路の法面、畦畔等とする（図-4.8.4、図-4.8.5 参照）。 11 

② マンホールは、集水渠の延長が長くなる場合、水勢の減殺、沈砂及び管路の点検を主たる目12 

的として、管の合流点、管の勾配が急変する箇所等に設ける。なお、水閘と同様に、排水の13 

調節を行う場合もある（図-4.8.6 参照）。  14 
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 1 

図-4.8.4 吸水渠における立上り管の施工例 2 

 3 

 4 
図-4.8.5 集水渠における立上り管の施工例 5 

 6 

 7 

図-4.8.6 マンホールの施工例 8 

6 排水口 9 

① 排水口は、吸水渠又は集水渠からの排水を排水路、河川等へ吐出させる施設であり、排水路、10 

河川等の平常時の水位よりも高い位置に設けるのが望ましく、排水路等を損傷しない形状及び11 

構造とする。また、洪水時又は外水位の上昇時にごみ又は泥土の流入が予測される場合には、12 

逆流防止弁等を設けることも検討する。 13 

② 一般に、排水口下端の高さは、幹線排水路等においてはかんがい期の常時流量の水位から少な14 

（a）側面図 （b）平面図 

（a）側面図 （b）平面図 
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くとも５cm 以上高くし、小排水路等では水路底より 20～30cm 程度高くして、排水口が水面1 

下に没することのないよう配慮する。 2 

③ 排水口の周辺部は特に入念に埋戻し、突固め、土羽打ちを行い、排水路本線の流水又はほ場の3 

湛水によって崩壊しないようにする。排水口を幹・支線排水路や河川等に設置する場合、排水4 

口付近に護岸工が必要な場合もある（図-4.8.7 参照）。 5 

 6 

 7 

 8 

（a）小排水路の排水口 9 

 10 

（b）コンクリート排水口 11 

 12 

（c）コンクリート柵板の排水口 13 

図-4.8.7 排水口の構造例 14   15 

372



 

4.8.4  暗渠配置 1 

吸水渠の配列方向、水閘等の暗渠排水施設の配置は、排水がより迅速に行えるとともに、排水機能

がより長期間維持し得るよう十分検討し決定する。水田又は田畑輪換田における暗渠排水施設は、地

下排水の調節が容易に行えるようにその配置を決定する。 

1 吸水渠の配置 2 

暗渠排水管の配置方式は、等高線に対してどのように渠線を配置するかにより、横走式、縦走式及3 

びそれらの中間的な斜走式に区分される（図-4.8.8 参照）。 4 

(1) 横走式 5 

ほぼ等高線沿いに渠線を配置して、傾斜方向に流れている排水路に導く方式である。 6 

ほ場整備後の水田は、形状や排水路の位置がこの方式に合致する場合が多く、また一耕区ごとの7 

水閘の開閉を考慮して、ほとんどがこの配置となっている。この方式では、各々の水脈と直交しなが8 

ら捕水するので、水の流れとしては、水脈から集水渠、排水路へと方向が 90°変わるため、吸水渠9 

に勾配がない（1/600 程度未満）場合は集水しにくい。 10 

(2) 縦走式 11 

渠線を等高線に対して直角に、すなわち地下水、浸透水の流れの方向に配置する方式である。 12 

この方式では、「地下水→集水→排水」という過程において自然流下の助けを得やすく有利である13 

が、水脈が渠線と並行して走るため、吸水渠が浸透水を十分に捕らえるには相当な距離が必要であ14 

る。また、傾斜地で難透水性ではない土壌の場合等においては、かえって水みちが発達しすぎてしま15 

い、土砂の流失や侵食を誘発するおそれがある。 16 

(3) 斜走式 17 

渠線が等高線を斜めに降りていく方式で、地下水の流れに交差していることから、地下水吸水の18 

効果が期待できる。しかし、縦走式と同様、ほ場整備後の水田の場合等では一耕区ごとの管理が行え19 

ないため、特に地形的に適切な場合以外は用いられず、畑や樹園地等で適用されることが多い。 20 

 21 

 22 

図-4.8.8 配置方式の分類 23   24 
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2 暗渠排水の調節方式 1 

暗渠排水からの排水の調節方式については、計画基準「暗渠排水」を参照する。 2 

3 暗渠配置の関連事項 3 

(1) 地表排水との関連 4 

地表水の排除においては、地表排水と地下排水は密接に関係するが、地下排水は地表排水に比べ5 

排水速度が極めて遅いという特徴を有する。したがって、地表排水の強化により、暗渠排水の負担を6 

減じ、迅速な排水を促すことが期待できる。 7 

(2) 捕水渠 8 

地区外からの浸入水を遮断するため、必要に応じて図-4.8.9 及び図-4.8.10 のような捕水渠を設9 

ける。浸入水は地表水が量的にも多いので、捕水渠は明渠とすることが多い。 10 

ほ場整備事業の中で実施する場合には、用水路、排水路又は道路側溝等に捕水渠の機能を兼ねさ11 

せることが有効である。 12 

                 13 

図-4.8.9 捕水渠の断面 14 

 15 

 16 

図-4.8.10 捕水渠、吸水渠、集水渠の配置例 17   18 

地

区

外

の

浸

入

水 

吸水渠 

捕水渠 集水渠 

通
作
道 

排
水
路 

捕水渠 
（明渠） 
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(3) 吸水渠 1 

吸水渠が、道路又は用水路と交差することはなるべく避ける。集水渠もできるだけ交差を避ける2 

配置とする。暗渠が道路又は用水路を横断する部分は、無孔管を鞘管で覆うなどして強固な構造と3 

し、横断の前後、少なくとも一方（原則として下流側）にマンホールを設ける。 4 

用水路や浅い排水路から不要な透水を受けないよう吸水渠の配置には注意を払う必要がある。ま5 

た、排水路の排水効果の及ぶ範囲と重複しない配置とする。 6 

(4) 補充工事 7 

ほ場内には、地形や上層の状態により特殊な排水不良箇所を生じていることがある。踏査により8 

発見される、又は予測される特異部分については、これを考慮して暗渠（吸水渠）の配置を行うが、9 

工事後に発見された排水不良箇所については補充工事を行って処理する。このため、暗渠は補充工10 

事として吸水渠への接合が可能な構造としておくとともに、埋設標識等により設置位置を見つけや11 

すいようにしておくことが必要である。 12 

① 難透水性土壌の場合には、図-4.8.11 のような弾丸暗渠等の補助暗渠を組み合わせた暗渠組織13 

とする。 14 

② 局部的地表滞水の処理対策として、図-4.8.12 のような疎水材埋設暗渠を本暗渠（吸水管）と15 

直角方向に配置すると効果的である。 16 

 17 

図-4.8.11 本暗渠と補助暗渠の組合せ設置例 18 

 19 
図-4.8.12 疎水材埋設暗渠  20 
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(5) 大区画水田における暗渠排水組織 1 

担い手等の農作業の負担軽減・安全確保や、営農形態の変化に対応した水利用の高度化を図るた2 

め、大区画化等に伴う施設の合理化に加え、地下かんがいの導入等が進んでいる。 3 

① 水田の大区画化に伴い、環境条件によって暗渠排水組織を検討することになるが、主に図-4 

4.8.13 及び図-4.8.14 のような暗渠排水組織で計画されている。 5 

② 図-4.8.13 のように、ほ場間にある小排水路を通作道下に暗渠化し、両側排水することで吸水6 

渠の延長が短くなり、乗用トラクタ等の機械作業時に障害となる水閘、地表排水口等を整理統7 

合することが可能である。また、暗渠化により地上部が水田又は道路に利用でき、ほ場整備に8 

よる敷地の有効活用が図られる。さらに、暗渠排水組織と組み合わせて地下かんがいの給水路9 

として利用することも可能である。 10 

③ 図-4.8.14 のように片側へ排水する場合には、大区画化に伴い管の延長が長くなることで、暗11 

渠の排水口がより低くなり、深い排水路が必要となる。暗渠の勾配を水平（計画基準「暗渠排12 

水」 技術書 P159 参照）にすることで暗渠の排水口位置を高くし、暗渠や排水路整備の低コ13 

スト化や、地形的に暗渠施工が困難な地域においても整備が可能となる。また、一般的な暗渠14 

（勾配 1/500）と水平暗渠の降雨に対する地下水位調査の事例では、排水状況に大きな違いは15 

みられない（図-4.8.15 参照）。 16 

④ 大区画水田では暗渠管の延長が長くなることから、管が閉塞した際のフラッシングが困難にな17 

る。そのため、管が閉塞しないように疎水材の素材を十分に考慮し、長期に渡って土砂の流入18 

を防ぐ必要がある。 19 

 20 
図-4.8.13 主な大区画水田の暗渠排水組織（両側へ排水する場合） 21   22 
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 1 
図-4.8.14 主な大区画水田の暗渠排水組織 2 

（片側へ長尺な吸水渠で排水する場合） 3 

 4 

 5 
図-4.8.15 一般的な暗渠（勾配 1/500）と水平暗渠の排水状況 6 

 7 

4.8.5  暗渠の水理計算 8 

暗渠の水理設計に当たっては、土性、疎水材等を勘案し、将来の維持管理に支障がないよう配慮す

る必要がある。暗渠管の管径は、その管路が受けもつ計画暗渠排水量と管の敷設勾配及び管内の粗度

係数から、管内の流れを等流として算定する。 

1 管径 9 

暗渠管の最小管径は、50mm（断面が円形でない暗渠の場合には、管径 50mm の管が有する断面積10 

(19.6cm2)と同等の断面積）を標準とするが、排水・環境条件や地域の実情等を十分に考慮し決定する。 11 

また、管径は管内での土砂等の沈積、水あかの付着等による管断面の縮小を考慮し、計画流量を管12 

一 般 的 な 暗 渠 は 勾 配
1/500 で 深 さ -60 〜
80cm に吸水管を埋設。
水平暗渠は無勾配で深
さ-50cm に埋設。 
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径の 70%程度の水深で流し得るように決定することが望ましい。 1 

2 勾配 2 

暗渠管（吸水管及び集水管）の敷設勾配は、整地されたほ場の勾配、落口となる排水路の深さ、暗3 

渠管の埋設深に大きく支配される。暗渠管の敷設勾配は、1/100～1/1,000 程度を標準とする。ただし、4 

浅埋設暗渠や地下かんがいを実施する場合において、無勾配とすることもある。 5 

3 水理計算 6 

(1) 管内流速 7 

管内の平均流速は、管周辺土砂の吸出し及び泥土の堆積が生じない流速を確保することを考慮し、8 

一般には 0.2～0.5m/s の範囲を確保することが望ましく、0.3m/s を標準とする。集水管は、吸水渠9 

から集水された水を速やかに排出する導水管的役割を主として担うため、集水管内の平均流速は、10 

吸水管内の平均流速より 1.5 倍程度高める必要がある。 11 

平均流速は、管内の流れを等流として式(4.8.2)のマニング式に従って流下するものと仮定する。 12 

𝑉 = 1𝑛 ∙ 𝑅ଶ/ଷ ∙ 𝐼ଵ/ଶ   ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.8.2) 13 

ここに、𝑉：流速（m/s） 14 𝑛：粗度係数（表-4.8.5 参照） 15 𝑅：径深（m）（＝A/S） 16 𝐴：断面積（m2） 17 𝑆：潤辺（m） 18 𝐼 ：敷設勾配 19 

表-4.8.5 暗渠管の粗度係数 20 

管 種 粗度係数ｎ注） 

本焼土管（陶管） 0.012 

素焼土管 0.013 

合成樹脂管（内面平滑） 0.012 

合成樹脂管（内面波状） 0.016 
注 1）吸入孔の酸化物付着状況により n が増大する。 21 

2）表に示す粗度係数は目安としている。 22 
(2) 管径の選定 23 

管径は、管内流速、管の敷設勾配、計画暗渠排水量を満足するように選定する。管内の流量及び流24 

速をマニング式により簡便に計算する場合に使用する係数α及びβは、表-4.8.6 に示すとおりであ25 

る。 26 

𝑄 = 𝐷 ∙ 𝐴 =  𝑚 ∙ 𝐷 ∙ 𝑆 ∙ 𝐿 ሺ8.64 × 10଻ሻ  ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.8.3) 27 

𝑄 =  1 𝑛 ∙ ൤ 𝑑 2 ൨଼ ଷ⁄ ∙ 𝐼ଵ ଶ⁄ ∙ 𝛼  ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.8.4) 28 

378



 

𝑉 =  1 𝑛 ∙ ൤ 𝑑 2 ൨ଶ ଷ⁄ ∙ 𝐼ଵ ଶ⁄ ∙ 𝛽  ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.8.5) 1 

ここに、𝑄：排水量（m3/s） 2 𝐷：計画暗渠排水量（mm/d） 3 𝐴：集水管の支配面積（m2） 4 𝑆：暗渠間隔（m） 5 𝐿：吸水管の長さ（m） 6 𝑚：集水管が支配する吸水管の数 7 𝑉：管内流速（m/s） 8 𝑛：粗度係数 9 𝑑：管の内径（m） 10 𝐼：敷設勾配 11 

 12 

表-4.8.6 暗渠管の流量、流速計算表 13 

𝑄 = 1𝑛 ∙ 𝑟଼/ଷ ∙ 𝐼ଵ/ଶ ∙ 𝛼  𝑉 = 1𝑛 ∙ 𝑟ଶ/ଷ ∙ 𝐼ଵ/ଶ ∙ 𝛽 

𝛼 = ሺ𝜋 െ 𝜃 ൅ sin𝜃 ∙ cos 𝜃ሻହ ଷ⁄ሾ2 ሺ𝜋 െ 𝜃ሻሿଶ ଷ⁄ ，𝛽 = ൤𝜋 െ 𝜃 ൅ sin𝜃 ∙ cos𝜃2 ሺ𝜋 െ 𝜃ሻ ൨ଶ ଷ⁄
 

h/2r α β 備 考 

0.50 0.98954 0.62996 Q＝流量（m3/s） 
0.55 1.15917 0.65473 r＝管の半径（m） 
0.60 1.32962 0.67558 n＝粗度係数 
0.65 1.49699 0.69251 I＝勾配 
0.70 1.65696 0.70541 V＝流速（m/s） 
0.75 1.80468 0.71404  
0.80 1.93448 0.71799 
0.85 2.03932 0.71653 
0.90 2.10929 0.70827 
0.95 2.12655 0.68980 
1.00 1.97907 0.62996 

 14 

4 留意事項 15 

① 暗渠排水量は、土壌の透水性、土壌構造、営農方式と密接に関係し、最も推定の困難なものの16 

一つであるため、余裕をもたせて決定する必要がある。 17 

② 特に大区画水田では管の延長が長く支配面積が大きくなり、排水口の高さの制限から敷設勾配18 

が緩くなることで、不陸や管の閉塞等が起こりやすくなるため、より大きな管径について経済19 

性も含め検討する必要がある。 20 

 21 

θ 

r h 
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4.8.6  吸水渠の構造と材料 1 

吸水渠の機能の良否と持続性が暗渠排水組織全体の機能を左右することから、吸水渠は疎水材を十

分に充填した構造を基本とする。 

1 吸水渠の構造と材料 2 

(1) 吸水渠の構造 3 

吸水渠の幅は、トレンチャによる掘削の場合は 15～20cm 程度、バックホウによる掘削の場合は4 

30～40cm 程度、非開削で土層を切り開く場合は 10～15cm 程度を目安とする。なお、疎水材は、入5 

手の難易等の地域の実情等を踏まえ、一層構造又は二層構造とする（図-4.8.16 参照）。暗渠溝は一6 

般的に一層構造で施工されているが、地域によっては、二層構造とすることで、埋戻し部の圧縮沈下7 

と表土層厚さの増加を防止して表土層内底部の経年的な耕盤化をできるだけ回避し、暗渠溝におけ8 

る鉛直下向きの排水の流れが維持されるよう暗渠溝幅や深さを工夫して施工している事例もある。 9 

疎水材の厚さは、渠溝底から作土層に達するところまでで設計することが望ましいが、作土を埋10 

め戻した上を農業機械が走行した場合、踏み抜きの危険も伴うので、疎水材の材料、施工する上層の11 

性状を検討の上定める必要がある。 12 

 13 
図-4.8.16 吸水渠構造の例 14 

(2) 吸水管の材料の選定 15 

吸水管は、必要な通水断面、強度、耐久性及び吸水性能を有し、施工性が良く経済的なものを選定16 

しなければならない。 17 

代表的な吸水管の種類は表-4.8.7 に示すとおりであり、選定に当たっては下記の基本的事項を考18 

慮する必要がある。 19 

①耐圧力及び曲げ強度（物理的強度）  ②耐蝕性（化学的強度）  ③土壌の種類 20 

④不同沈下の有無  ⑤暗渠排水組織計画  ⑥施工方法  ⑦気象条件  21 

⑧資材入手の市場調査  ⑨経済性  ⑩工期 22 

 23 

ほ場面 

作土層 

耕盤層 

心土層 
疎水材 

吸水管 

（a）一層構造の場合 

ほ場面 

作土層 

耕盤層 

心土層 

疎水材 

吸水管 

（b）二層構造の場合 
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表-4.8.7 代表的な暗渠排水資材の特徴 1 

管 種 概 要 特 徴 

ポリエチレンコルゲート管 

（合成樹脂管）

 

・長さ４m の定尺又は長さ

30～100m 程度までの巻

物。 

・吸水孔はコルゲート凹部の

円周上。 

・吸水孔の面積がポリエチレ

ンストレート管に比べ大き

い。 

・ポリエチレンストレート管に比べ耐

圧強度が高い。 

・ポリエチレンストレート管に比べ吸

水面積が大きい。 

・硬質ポリ塩化ビニル管に比べ低温に

強い。 

・硬質ポリ塩化ビニル管に比べ軽量。 

・掘削同時埋設や引込み式埋設も可能

（巻物の場合）。 

ポリエチレンストレート管 

（合成樹脂管）

 

・長さ４m、口径 50mm 以

上各種。 

・肉厚２mm 以上。 

・吸水孔の面積 15cm2/m 以

上で均等分布。 

・硬質ポリ塩化ビニル管に比べ低温に

強い。 

・硬質ポリ塩化ビニル管に比べ軽量。 

 

硬質ポリ塩化 

ビニル管（合成樹脂管）

 

・長さ 2.5m、４m。 

・各種肉厚１～２mm。 

・素焼土管に比べ軽量。 

・低温及び衝撃に弱い。 

素焼土管 

 

・長さ 30cm、45cm。 

・陶管又は素焼き土管。 

・主に管の継目から吸水。 

・やや重く、衝撃に注意。 

 

(3) 疎水材の材料の選定 2 

疎水材は、吸水渠の透水性の確保と吸水管への土砂の流入防止のフィルター機能を持ち、腐食し3 

にくいものを選定しなければならない。これらの資材は、作物に有害な物質や、水質を汚染する物質4 

を溶出するものであってはならない。 5 

疎水材の種類は、有機資材と無機資材に大別される。疎水材としての適合条件としては、①透水性6 

が良いこと、②安価であること、③透水性が持続するよう耐久性があること、④運搬等取扱いが容易7 

であることなどがある。 8 

一般には現場で短期間に大量に使用することになるため、現場付近で比較的容易に必要量を入手9 

できることが材料を選定する際の大きな要件となる。また、作土層に近い部分に使用する疎水材の10 

選定に当たっては、深根性作物の栽培や耕種管理としての心土破砕の施工等、営農や補助暗渠の施11 
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工等に十分配慮しなければならない。 1 

各種疎水材の特徴は、表-4.8.8 に示すとおりである。 2 

表-4.8.8 疎水材の特徴 3 

種類 概 要 特 徴 備 考 

モミガラ 

入手の容易さ等もあり、全

国的に最も多く使用され

ている材料である。 

・カントリーエレベーター、ライスセ

ンター等から必要量を入手しやす

い。 

・透水性が大きい。 

・地下水位変動が大きい場合（飽和状

態と乾燥状態とが頻繁に相互する

場合）は、腐食（疎水材としての機

能が低下）しやすい。 

・地域によっては、必要量

の確保が困難な場合が

あることから、事前に土

地改良区、JA 等の供給

者との調整が必要であ

る。 

木材 

チップ 

地域によって入手が困難

な場合もあり、他の材料と

の経済性を比較して使用

を検討する。 

・疎水材投入と疎水材の厚さ管理が

行いやすい。 

・モミガラに比べ、腐食が進みづら

く、耐久性に優れている。 

・地下水位の状況等により、腐食が進

みやすい場合がある。 

・北海道ではカラマツ等

の木材チップの確保が

容易で多く使用されて

いる。地域によってはス

ギ間伐材を利用してい

る例もある。 

砕石 

耐久性に優れ、入手が容易

であり、他の材料との経済

性を比較して使用を検討

する。 

・耐久性に優れている。 

・目詰まりも少ない。 

・入手が容易である。 

・施工管理、品質管理が容易である。 

・単価が比較的高い。 

・５～40mm 程度の材料

（単粒度砕石等）を使用

する。 

・砕石が作土に混入する

可能性があるため、受益

者の意向を確認しつつ、

他の材料との経済性等

の比較も必要。 

その他の 

材料 

貝殻、火山礫（ボラ等）、泥炭マット、瓦等がある。このほか、木炭、竹炭等のいわゆるバイ

オ炭が、ほ場からの温室効果ガスの削減に寄与する炭素貯留技術として注目されている。 

2 吸水渠の深さと間隔 4 

(1) 吸水渠の深さ 5 

吸水渠の深さは、計画地下水位（常時）に余裕深を加えた深さとする(式(4.8.6)）。水田の場合で6 

50～60cm 程度、水田の畑利用、畑等の場合で 60～80cm 程度を目安にする。 7 𝐻 = ℎ + 𝑑⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.8.6) 8 

ここに、H：吸水渠の埋設深さ（m） 9 h：計画地下水位（m） 10 d：余裕高 0.2～0.4 （m） 11 

（難透水性土壌・軟弱な地盤 0.2、砂質土壌・砂礫等 0.4、これら以外の土壌 0.3） 12   13 
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【参考】浅埋設暗渠技術 1 

地下水位が高い低平地等において、水田汎用化には暗渠排水施設が不可欠であるが、排水路が浅い2 

などの現地条件により、前述の深さ（水田：50～60cm、畑利用：60～80cm）及び勾配（1/100～1/1,000）3 

を満足する暗渠を敷設できない水田も存在する。このような現地条件に対応するため、深さ 50cm 程4 

度で無勾配を含む、いわゆる浅埋設暗渠技術が開発され、一部地域で普及しており、本工法についても5 

採用を検討する。詳細については第５章【参考】コスト縮減に資する技術に述べる。 6 

(2) 吸水渠の間隔 7 

吸水渠の間隔は、土壌の透水性、地形、土地利用形態等を勘案して、以下の方法により決定する。8 

詳細については、計画基準「暗渠排水」を参照する。 9 

① これから設計しようとする地区の近傍に土壌等の条件が同一の類似地があり、そこでの設計例10 

をもとにすることが適当であると判断される場合に、そこでの設計値を参考にする方法 11 

② 計画暗渠排水量、作土層の透水係数及び厚さから暗渠間隔決定式により算定する方法 12 

③ 類似地（既暗渠排水施工地）において、暗渠排水試験を実施し、その結果に基づいて算定する13 

方法 14 

吸水渠間隔の下限値は 7.5m 程度とし、この下限値より間隔を小さくせざるを得ない場合は、本暗15 

渠と補助暗渠との組合せ暗渠を検討する。 16 

【参考】暗渠間隔決定式による計算 17 

吸水渠の構造は図-4.8.17 に示すものとし、土壌の排水条件は透水層を作土層に限定し、耕盤より下18 

層の心土層を不透水層として、降雨は作土層を水平に流れて吸水渠に達するモデルを考える。この場19 

合、２本の吸水渠の中央で水面がちょうど地表面に接する定常排水を考えると、暗渠間隔 S は式(4.8.7)20 

と表される。 21 

𝑆 = 2𝐻ඨ𝑘𝐷 × 86.4⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ (4.8.7) 22 

ここに、S：吸水渠の間隔（m） 23 H：作土層の厚さ（cm） 24 k：吸水渠間隔決定のための透水係数（cm/s） 25 D：計画暗渠排水量（mm/d） 26 
※定数 86.4 は単位換算係数である。Ｈは 10～20cm 程度、Ｄは水田の場合 10～50mm/d の範囲で 20～30mm/d が標準的27 
な値である。 28 
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 1 
図-4.8.17 吸水渠構造の例 2 

 3 

4.8.7  地下かんがい 4 

地下かんがいは、地下水位を上昇させることによって作土層に給水したり、毛管上昇作用により作

土層の水分を増加させる給水方式である。地下かんがいの実施に当たっては、地下かんがいに適した

地形、土壌や水理条件が求められるため、計画に際しては、これらについても十分に調査・把握をし

ておかなければならない。 

1 地下かんがいの概要 5 

(1) 地下かんがいの分類 6 

ア 用水利用型 7 

水閘を閉め給水量で調整する方式で、自然圧方式と圧送方式に区分される。 8 

 9 
図-4.8.18 用水利用型 10 

イ 用水利用型（地下水位制御） 11 

水閘等に地下水位の調整機能を設けることで、ほ場内の地下水位を制御する方式である。 12 

 13 
図-4.8.19 用水利用型（地下水位制御型） 14   15 
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ウ 排水利用型 1 

排水路の水位を堰上げて、水位上昇による自然水圧で排水路から暗渠排水に下流から逆流させて2 

かんがいする方式である。 3 

 4 
図-4.8.20 排水利用型 5  6 

(2) 導入効果 7 

① 地表かんがいと併用することで、均一なかん水が容易になる。また、地下水位制御機能がある8 

場合、土壌水分をある程度調整できるため、乾湿状態が一様になり発芽・苗立ちが均一化し、9 

乾田直播栽培の導入が容易になるなど、営農労力の軽減に寄与する。 10 

② 転作時、地下水位を制御し一定に保つことで、モミガラ等の疎水材の腐食の防止が期待できる。 11 

③ 暗渠排水組織をかんがいにも利用することで、施設の有効利用が図られる。また、地下かんが12 

い機能は暗渠管内の洗浄（4.8.9 維持管理 参照）にも活用でき、暗渠の長寿命化を図ることが13 

できる。 14 

2 適地とその条件 15 

地下かんがいの実施に当たっては、地下かんがいに効果的な地形、土壌及び水理条件が求められる16 

ため、十分な調査を行い適地を選定する必要がある。 17 

(1) 地形条件 18 

一般に、平坦な水田地帯では暗渠管下の浸透が、また、傾斜地の水田地帯では畦畔を横切って下部19 

の水田へ至る浸透が、地下かんがいの効果や効率性に影響する主要な要因と考えられる。特に、隣接20 

ほ場との間に段差があると水の流出移動が生じることから、ほ場間の段差を少なくするとともに、21 

ほ区単位で栽培する作物を団地化することが望ましい。ほ場間の段差や畦畔からの浸透が大きい場22 

合には、遮水シートの活用や畦塗り等の対策が効果的である。 23 

(2) 土壌条件 24 

地下かんがいは、敷設した暗渠管から作土層に水を供給するものであるから、暗渠管から土中に25 

浸入した水が暗渠管より上方にある土層中に効率よく移動することが求められる。したがって、管26 

より下方の土層は、上方の土層に比べ透水性が低くなければならない。また、安定した地下かんがい27 

を実現する閾値
い き ち

の目安として、暗渠管埋設深での透水係数が１×10－5cm/s 程度以下であることが研28 

究機関により提示されている 3）。 29 

さらに、作土層の構造（特に間隙や亀裂）がよく発達しており、水の移動が容易であることが望ま30 

しい。 31 

(3) 水理条件 32 

地下水位が極端に低い場合、地下かんがいの水は暗渠管より下方へ流出し、損失が多くなると考33 
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えられるので、ほ場の地下水位が高い方（地下水位が暗渠管の埋設位置付近又はこれより高いなど）1 

が暗渠管下方への漏水の懸念は小さい。しかし、深根性の作物等は地下水位が高すぎると湿害を起2 

こす場合があるので、作物ごとの適正な地下水位を考慮する必要がある。 3 

また、地下水位が低くても暗渠管の下方の土層が難透水性であるなどにより、給水されたかんが4 

い用水による地下水位の上昇が容易ならば、地下かんがいに有利な水理条件といえる。 5 

3 留意事項 6 

① 地下かんがいをより効果的に行うためには、排水路の水位管理や水閘操作の徹底等が重要とな7 

る。さらに、暗渠管の通水機能を十分に発揮するためには、担い手や水管理組織等の維持管理8 

に対する関心を高める必要がある。 9 

② 土粒子の堆積が懸念される場合は、暗渠管を定期的に清掃することが望ましく、水閘の操作で10 

容易にフラッシングができるなど、暗渠管を洗浄できる方式の導入も検討するとよい。ただし、11 

暗渠管の配置によっては、洗浄が困難となる場合があるため留意が必要である。 12 

③ 地下かんがいは地表かんがいと比べてかん水時間が長く、土壌の透水性が異なることにより作13 

土層の水分量が不均一な分布となる懸念がある。このため、給水のための本暗渠又は補助暗渠14 

がほ場内に合理的に配置され機能することが重要である。特に大区画のほ場整備において地下15 

かんがいを導入するに当たっては、かん水むらが生じることを防ぐため、切盛施工の際に均一16 

な土壌構造が得られるようにする。 17 

④ 将来の営農形態や土地利用計画等を踏まえた上で、暗渠排水管のほか地下水位調整施設等の整18 

備に必要な費用を考慮し、地下かんがい方式等を選定することも重要となる。 19 

4 地下かんがいの事例 20 

用水利用型（地下水位制御）のうち、主に地下水位の制御を目的とした地下かんがいシステムの特21 

徴を以下に示す。 22 

(1) 概要（図-4.8.21 及び図-4.8.22 参照） 23 

この地下かんがいシステムは、暗渠排水と地下かんがいを両立し、地下かんがい時の地下水位制24 

御を可能とする。作物の生育状況に適した地下水位に制御することで、田畑輪換を自在に行うこと25 

を主な目的とする。 26 

 27 

図-4.8.21 主に地下水位の制御を目的とした地下かんがい事例（断面図） 28   29 
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 1 
図-4.8.22 主に地下水位の制御を目的とした地下かんがい事例（模式図） 2 

(2) 特徴 3 

① 本システムは、地下に埋設する管路網、給水桝及び地下水位制御器で構成される。中央に幹線4 

パイプ、周囲に支線パイプが配置され、これらは上流部及び下流部で接続されている。幹線パ5 

イプの底部は深さ 60cm で水平に配置され、支線パイプは幹線パイプより約５cm 高く水平に6 

配置される。これにより、地下かんがい時の用水は幹線・支線の順に送られ、用水に含まれる7 

泥土等は、主として直径の大きい幹線に沈澱することから、管路内清掃が容易にできる仕組み8 

となっている。 9 

② 補助暗渠は、地下かんがいの均一性向上のために配置するもので、深さ 40cm（底部）の位置10 

に１m 間隔の配置が標準である。 11 

③ 地下水位の制御には、暗渠上流部にフロート式の水位管理器を有する給水桝、下流部に上下に12 

可動する内筒を有する地下水位制御器が使用される。上流部の給水器の管理水位及び下流部の13 

地下水位制御器内の筒の高さを調節し、田面の高さより＋20 cm（水稲作時）から－30cm の間14 

で任意の水位を設定することができる。この設定水位を下回れば自動的に給水し、上回れば水15 

閘の設定水位を越えて自然に排水することで、地下水位の自動制御が可能となっている。この16 

とき、開水路や自然圧パイプライン地区における給水バルブの位置は、対象田面標高に対し17 

25cm 以上の有効動水頭を確保する必要がある。なお、上記の給水桝から直接田面に給水する18 

地表かんがいにも対応可能である。 19 

④ 代かきや降雨後等に耕起や均平作業を行うと不透水層が形成され、機能が低下する懸念がある20 

ため注意が必要である。 21 

(3) 導入効果 22 

本システムの導入効果は、次のとおりである。 23 

（水稲作時） 24 

① 地下水位を一定に維持することで、適度な土壌水分を保ち、無代かき移植や乾田直播が容易と25 

なる。 26 

② 中干し期に落水した場合、田面下 20cm 程度に水位を維持することで水田全体が均一に乾く。 27 

③ 中干し後に田面下 10cm 程度で水位を維持することで、田面に水がなくとも根に酸素を供給し28 

ながら、生育に必要な水を供給することが可能。 29 

④ 一定の湛水深を維持できるため、水管理の省力化が可能。  30 
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（畑作時） 1 

① 湿害と干ばつを回避でき、作物の高位安定生産が図られる。 2 

② 密な弾丸暗渠施工による高い排水性により、適期の農作業が容易となる。 3 

③ モミガラ等の有機質の暗渠疎水材は常時浸水することで腐食が進みにくくなり、耐用年数が長4 

くなる。 5 

④ 畝間かんがいによって生じる病害の回避。 6 

 7 

【事例】地下かんがい施設の導入における隣接ほ場への漏水抑制対策 8 

砂質土や黒ボク土等で透水性の高いほ場では、下層や畦畔から横方向への漏水が著しく、地下かん9 

がいによる給水が困難になる。このような場合には、遮水シートの施工等の対策が必要である（写真-10 

4.8.1 参照）。 11 

  12 
ほ場整備事業における施工           農業者等による直営施工 13 

写真-4.8.1 遮水シートの施工事例 14 

【事例】土壌調査や栽培試験に基づく地下かんがい施設の導入判断基準の設定 15 

地下かんがいシステムの効果的な導入判断基準として、従来の心土層における透水係数の基準だけ16 

ではなく、新たに作土層の透水係数に関する指標を定め、各ほ場での土壌調査や栽培試験結果等を踏17 

まえ、地区内での具体的な導入判断基準を設定した（図-4.8.23 参照）。 18 

また、各ほ場の成育状況の把握にあたり、マルチスペクトルカメラ（写真-4.8.2 参照）を搭載した19 

ドローンを用いて実証ほ場全体を撮影し、可視光と近赤外光撮影にて生育状況や表土の体積含有率等20 

を可視化した。このことにより、これまでの抽出調査で把握することができなかったほ場全体の成育21 

状況を確認し、更に土壌水分と作物の発芽本数の相関関係を確認することで客観的かつ精度の高い評22 

価を行った（図-4.8.24 参照）。 23 

 24 
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 1 
図-4.8.23 地下かんがいシステム導入の目安 2 

 3 
写真-4.8.2 マルチスペクトルカメラを搭載したドローン 4 

 5 
可視光画像        体積含水率           NDVI 6 

図-4.8.24 マルチスペクトルカメラで撮影した実証ほ場の状況 7   8 
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4.8.8  湧水処理 1 

傾斜地は、地形及び地質が複雑なため、湧水による排水不良地が不規則に点在していることが多い。

このような場合には、湧水処理として特殊な排水対策が必要である。 

1 湧水処理の要否の判断 2 

(1) 湧水処理の意義 3 

傾斜地において、山側の畦畔沿いや台地周辺部等、湧水部が地形沿いにある程度予測される場合4 

には、用水としての利用の有無を確認した上で、暗渠又は明渠形式の捕水渠を法先に施工して排水5 

する必要がある。 6 

また、傾斜地では、地形、地質が複雑であるために不規則に湧水部が存在する場合があるが、その7 

位置は予測し難く、また区画の整形工事の前後でその位置が変わる場合もある。したがって、画一的8 

な施工が事実上不可能であるので、工事後のほ場面の様子を観察し、改めて湧水処理として別途排9 

水対策を講じるのが最も効率的である。 10 

(2) 湧水状況・範囲の確認 11 

ア 現地調査 12 

現地調査により、次の①～③を行うことが重要である。 13 

① 浸透水の流れの方向を確認する。具体的には、除草後、試薬を投入して浸透水の移動速度を測14 

定する。 15 

② 水稲の青立ちの状況を平面図に記入する。 16 

③ 地区の透水層表面の位置を測定する。 17 

イ 排水量及び被圧力の解析 18 

現地調査結果に加え、次の①～③に基づき排水量及び被圧力を解析する。 19 

① 測量（地形測量及び縦横断測量） 20 

② 地質調査 21 

③ ①②に基づき調査井を設置し（ha 当たり２か所以上）、湧水量の測定を行う。 22 

(3) 湧水処理の要否の判定 23 

次のような場合には、湧水処理が必要と考えられる。 24 

① 湧水部の湧水量が大きい（水田の場合、落水後に湧水部に囲いを設けて、その部分の水面上昇25 

速度により湧水量の大小を判断する）。 26 

② 湧水部の地温が低い（水田の場合、湛水状況下でも地温が周辺より低いのが通例である）。 27 

③ 植生不良がある（湧水は冷水のため、植生の種類が周辺と異なる、又は草丈、葉色等に差が生28 

じている）。 29 

④ 地耐力が極端に低い（湧水が著しい場合、地耐力が低く人間ですら足を取られる場合が多い）。 30 

2 湧水の形態 31 

水田における湧水の形態は、被圧力を受けて集中的に湧水する「谷地田湧水」と、上位水田からの32 

浸透水等による被圧力の小さい「棚田湧水」に区分される。 33 

(1) 谷地田湧水 34 

谷地田湧水は、谷地田や旧河川跡に造成された耕地に多く見られる。これらの地域は昔、海及び湖35 
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沼等であり、下層土は砂又は砂質土で形成され、その上に浮遊土及び植物遺体が堆積して形成され1 

ているものが多い。このため、これらの水田の漏水は、主に台地の地下水が下層に存在する砂層中を2 

流れ、上層の軟弱なヘドロ化した土壌を突き破り、湧水として不規則に発生する。また、その範囲が3 

非常に広いものも見られ、通水層が帯のようになり集中的に発生して湧出するのが特徴である。 4 

(2) 棚田湧水 5 

棚田湧水は、中山間地帯の棚田に多く見られる。この原因は、台地及び上位水田の用水や降雨等が6 

地下水となり下位水田の法先付近に湧出する場合及び整地工事における切盛によって現況地盤と盛7 

土の間に水みちが生じてその部分から湧出している場合に分けられるが、両者とも被圧力や湧水量8 

も少なく、法先付近が過湿になっていることが多い。 9 

3 湧水処理工法 10 

湧水対策に当たっては、湧水の実態を明らかにするため地形、地質及び地下水の水圧分布を事前に11 

十分調査するとともに、関係農業者に過去の経緯等を聞き取り、現場に応じた排水方法を選定するこ12 

とが必要である。 13 

湧水経路が明確で、湧水量が多い場合には、次のような工法で通水帯（透水層）から被圧水を直接14 

排除するのが有効である。 15 

① 湧水部が深く、狭い場合には、集水井型暗渠が用いられる。 16 

② 湧水部が深く、広範囲に点在している場合には、縦型暗渠が用いられる。 17 

③ 湧水部が浅く、広い場合には、本暗渠を密に行い、疎水材を十分に使用する工法や、湧水箇所18 

に集水用の木箱を埋設し、導水管によって排水する箱型暗渠が用いられる。 19 

一方、湧水している土層が不明確な場合には、まず本暗渠を設け、その排水状況を把握した上で湧20 

水処理を行うのが基本である。 21 

(1) 集水井型暗渠 22 

本工法は、集中的に被圧を受けている湧水や通水帯沿いに発生する湧水の排除に適している。 23 

本工法はいずれも、被圧力を分散させるために広く開削し、ウェルポイント等によって地下水位24 

を低下させ、掘削部を最小限に留めるなどの処置を行う。図-4.8.25のように、有孔ヒューム管（管25 

径 300～1,000mm、孔径 20～30mm、例えば 1,000mm の管でφ20mm の孔を長さ 1.0m 当たりに26 

75 か所開けた場合、1.0ℓ/s の集水が可能）を横型（図-4.8.25 (a)）又は縦型（図-4.8.25 (b)）に敷27 

設し、採水層の細砂の流出を防ぐため有孔ヒューム管の外側には粒径 30～100mm の砂利（5～40mm28 

の砕石等）を 300～500mm の厚さで充填する。 29 

集水した湧水は、速やかにある一定の勾配をもって暗渠及び明渠で排水路に排除する。この場合、30 

高低差の関係で自然排除が不可能な場合には、マンホール等を設置しポンプによる排除を検討する。 31 
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 1 

図-4.8.25 集水井型暗渠の施工例 2 

(2) 縦型暗渠 3 

本工法は、広範囲に湧水部が点在している場合に有効で、図-4.8.26 のように湧水部に縦型暗渠吸4 

水管を設置し、湧水を集水管によって排水路に処理する方法である。 5 

湧水状況を調査するため、調査井戸を掘り湧水量が安定するまでの期間（約１週間）自噴させ、湧6 

水量・被圧力を田面下 0.50～0.60m の位置で２回/日測定し、最大値及び最小値を棄却して、残りの7 

値の平均値をもって排水量・被圧力を仮定する。 8 

仮定した排水量・被圧力に基づき、対象区域及び設計排水量・設計被圧力（余裕を 10%程度加え9 

決定）を解析し、吸水管の間隔・管径及び集水管の管径を定める。 10 

 11 

図-4.8.26 縦型暗渠の施工例 12 

(3) 箱型暗渠 13 

湧水箇所が浅く比較的その部分が軟弱な場合には、箱型暗渠を敷設する（図-4.8.27 参照）。また、14 

縦型暗渠の上に箱型暗渠を載せ、両者の長所を組み合わせる場合もある。 15 

まず、集水管を埋設し、自噴箇所に沿って掘削し、箱及び連結管、砕石、モミガラ等を設置する。16 

箱設置後１～２か月放置して水みちができてから、再度箱の高さを修正し、箱の中の泥を除去し、埋17 

戻しをする。 18 

（a）帯状集中湧水 （b）集中湧水 

392



 

 1 
図-4.8.27 箱型暗渠の施工例 2 

(4) 法先捕水渠 3 

傾斜地の水田では、上位水田の法先部分が湿潤で排水不良の原因となることや、法面に浸透水が4 

浸出し法面崩壊の原因となることがある。このような場合には、上位水田からの浸透水を遮断し、停5 

滞する地表残留水からの浸透水を迅速に排除できるような特別な捕水渠（法先捕水渠）を設置する6 

必要がある。 7 

法先捕水渠には、明渠と暗渠の形態があり、湧水の形態によってその工法は図-4.8.28（a～c タイ8 

プ）のような３種類がある。 9 

① ａタイプ：上流からの浸透水をできるだけ多く捕水するため、法先直下（１m 以内）に設置す10 

る暗渠タイプのもので、設置深さは約１m 程度と平坦地と比較してやや深く埋設する必要があ11 

る。 12 

② ｂタイプ：湧水が多く、法先に土壌侵食が生じている場合に採用される工法で、地表面流出及13 

び浸透水を捕水するために、主に山側の切土法先部に明渠を設けるものである。 14 

③ ｃタイプ：法長が長く、法先付近から湧水により土壌侵食を起こしている場合に採用される工15 

法で、耕区間の畦畔法先への浸透水を捕水するために吸水渠を設けるものである。 16 
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 1 
図-4.8.28 法先捕水渠の施工例 2 

 3 

4.8.9  維持管理 4 

暗渠排水の効果を十分に発揮させるため、暗渠排水組織各部の機能が保持されるよう各施設の保守

及び管理を十分に行うことが必要である。 

1 維持管理の基本 5 

暗渠排水の効果を十分に発揮させるためには、以下の事項について実施する必要がある。なお、暗6 

渠排水工の埋設位置を３次元データとして記録しておくことで、今後、埋設位置を確認する際に活用7 

することができる。 8 

① 維持管理が容易に行える構造とする。 9 

② 暗渠排水の目的及び諸施設の機能の要点（取扱いに対する注意を含む）を関係者に周知徹底さ10 

せる。 11 

③ 施設を定期的に巡回して故障、欠陥箇所の早期発見に努める。 12 

2 施設の維持管理 13 

暗渠排水組織の各施設がそれぞれの機能を保持するよう、維持管理を行うことが必要である。 14 

(1) 暗渠の排水口及び排水路の維持管理 15 

暗渠の機能を十分に保持するためには、暗渠排水口が排水路の水面上に出ていることが必要である。16 

また、土砂が堆積し排水路底が上昇することや、排水口が枯草や沈殿物等でふさがれることもある。17 

a タイプ b タイプ 

c タイプ 

法先 

法 
先 

法 
先 
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このため、排水路の浚渫、除草、清掃等を定期的に行い、適切に管理することが重要である。 1 

(2) 暗渠管の維持管理 2 

ア 暗渠管の維持管理 3 

暗渠管の清掃は、春の代かき前及び秋の落水期の年２回程度行うように努める。 4 

清掃は、湛水状態から水閘を開放する操作による方法と、動力噴射機に接続したジェットノズル5 

を暗渠出口から挿入する方法がある（表-4.8.9 参照）。 6 

表-4.8.9 暗渠管の清掃方法 7 

方 法 解 説 

水閘操作による方法 暗渠機能を持続させるためには、暗渠の出口を泥土で埋没させないよう、維持管

理の中で定期的に排水路の泥土を除去し、草刈り等も行う必要がある。併せて、

管内の土砂の堆積、水あかの付着を流し出す必要がある。その方法としては、水

閘を閉じて暗渠管内に水を十分に貯めてから、水閘を開け、急激に水を流し出す

作業を年に数回行う。その際、水閘を数回急激に開閉させ、水の流れに衝撃を与

える洗浄が効果的である。 

動力噴霧機を利用し

て暗渠の目詰まりを

除去する方法 

水の圧送により管内の沈殿物を排除する。導流が可能な立上り管を暗渠管の上

流部に設置することが必要である。また、その移動は暗渠管内の水流、ホースの

後方からの押し込み力、逆噴射の推力及び暗渠管内に挿入されたロープの引張

り力をそれぞれ組合せることにより容易となる。動力噴霧機を利用して暗渠の

目詰まりを除去する方法としては、①上流押し込み方式、②ロープ式、③下流押

し込み方式、④ホース流下方式がある。（詳細については、計画基準「暗渠排水」

参照） 

イ 暗渠の故障とその補修 8 

(ア) 排水不良 9 

排水口から水の流出が見られないときは、疎水材の目詰まり等の支障が予想される。暗渠の故10 

障等には次のような場合がある。 11 

① 暗渠管及び水閘の閉塞あるいは破損による排水不良 12 

② 疎水材の目詰まり 13 

③ 施工時の不注意による暗渠管の接続部の不連続や、疎水材投入不足による透水性の不良 14 

吸水管の不連続箇所を確認するには、グラスファイバー線（弾力線）を吸水管の出口、立上り15 

管から挿入して、貫通不能な場所を確認する方法が効率的である。ただし、グラスファイバー線16 

の弾力性が大きいことから、梱包状態から解放すると、四方八方へ広がり操作が困難になるため17 

注意する必要がある。また、近年では噴射ノズルにカメラを取り付けて管内の堆積状況を確認・18 

洗浄を同時に行う工法も普及している。 19 

(イ) 疎水材の劣化 20 

疎水材にモミガラを使用した場合、施工後にモミガラの腐食が進行することでその容積が減少21 

し、地表面の下に空洞が発生する場合がある。その空洞が農業機械の走行等で作土に押し潰され22 

ると、地表面に穴が開き、暗渠の溝が土で塞がれて暗渠排水が機能しなくなる。また、空洞が発23 
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生すると、水田として利用する際に地表面が陥没し、湛水に支障を来したり、農業機械の車輪の1 

踏み抜きが生じたりする場合がある。 2 

更新方法としては、弾丸暗渠の施工により、新たな水みちを発生させ、その効果が期待できる3 

場合はこの方法がよいが、弾丸暗渠の施工深よりもモミガラの腐食が進み体積が減少した場合に4 

は、吸水渠に直交した方向にトレンチャで掘削し、モミガラを再充填する。 5 

(3) 水閘の維持管理 6 

ア 水閘の操作及び管理 7 

① 水閘の閉塞は上流から下流に、開放は反対に下流から上流に向かって行う。同時に数個の水閘8 

を開放すると管内の滞留水によって流量が過大となり、排水が一時管内に滞留し、この部分で9 

は流れが緩慢となる。この場合、管内における浮遊物の沈積が促進されるので注意を要する。 10 

② 代かき前の水閘の取扱いは、用水源の条件（用水が豊富か否か）及び冬季の作付作物の状況に11 

よって地域ごとに異なるが、支障のない限りなるべく早く閉じて地下水位の上昇を図り、 代か12 

き用水量の節減を図るようにする。また、地下水位を一定に保つことで、モミガラ等の有機資13 

材の腐食化が抑制されることから、暗渠排水の機能保全の観点からは、支障のない限り水閘を14 

閉じることが有効である。 15 

③ 水稲栽培期間に稲の生長に応じて水閘を操作する場合には、水位調節のできるものを用いる必16 

要がある。 17 

イ 水閘の故障とその補修 18 

① 水閘を閉じたときにほ場面から水が噴出する場合、暗渠管の接合の不完全又は管の破損と考19 

えられることから、早急に補修する必要がある。 20 

② 水閘が破損していないにもかかわらず、閉じたとき水位が上がらない場合、水閘からの漏水21 

が考えられる。水閘からの漏水には、栓の密着が不十分である場合と水閘管継手から漏水す22 

る場合がある。継手からの漏水に対しては、水閘を掘出し、継手部分を粘土、モルタル等で23 

巻立て、さらに周囲をよく突き固めることが必要である。 24 
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